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医道審議会医師分科会 医師国家試験改善検討部会 

 

１ 趣 旨 

  厚生労働省では、医師国家試験として妥当な範囲と適切なレベルを保ち、

医師の資質の向上を図るため、定期的に国家試験の改善に努めてきている。 

医道審議会医師分科会の下に、「医師国家試験改善検討部会」を開催し、現

行の医師国家試験を評価するとともに、医師国家試験の改善事項について検

討を行う。 

 

２ 主な検討事項 

 （１）医師国家試験の見直し 

    ①試験の内容及び方法について 

②医師国家試験出題基準について 

 （２）受験資格認定について 

 

３ 委 員 (五十音順、敬称略) 

赤木美智男  杏林大学教授 

井廻 道夫  新百合ケ丘総合病院消化器・肝臓病研究所所長 

神野 正博  社会医療法人董仙会理事長 

小森  貴  日本医師会常任理事 

清水 貴子  聖隷浜松病院副院長 

高木  康  医療系大学間共用試験実施評価機構ＣＢＴ担当理事 

中谷 晴昭  千葉大学副学長 

奈良 信雄  東京医科歯科大学医歯学教育システム研究センター長 

野上 康子   教育測定研究所研究開発部研究員 

伴 信太郎  名古屋大学医学部附属病院総合診療科長 

堀田 知光  国立がん研究センター理事長 

本橋  豊  京都府立医科大学特任教授 

山口 育子  ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ理事長 

 

袖山 禎之  文部科学省高等教育局医学教育課長（オブザーバー） 

 

４ スケジュール 

○平成26年6月から議論開始し、平成27年春を目処に報告書をとりまとめる。 

○平成 27 年度中に、同報告書の提言を踏まえた医師国家試験出題基準の改定

を行う。 

 

 

 

第 1回医師国家試験改善検討部会 

平成 26 年 6 月 18 日 参考資料１ 
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医 道 審 議 会 令（平成１２年６月７日政令第２８５号） 

 

（組織） 

第１条 医道審議会（以下「審議会」という。）は、委員３０人以内で組織する。 

  ２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置 

くことができる。 

  ３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くこ 

とができる。 

 

（委員等の任命） 

第２条 委員及び臨時委員は、次の各号に掲げる者のうちから、厚生労働大臣が任命す 

る。 

    １ 社団法人日本医師会の長 

    ２ 社団法人日本歯科医師会の長 

    ３ 学識経験のある者 

  ２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労働大 

臣が任命する。 

 

（委員の任期等） 

第３条 前条第１項第３号に掲げる者のうちから任命された委員の任期は、２年とする。 

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  ２ 委員は、再任されることができる。 

  ３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了した 

ときは、解任されるものとする。 

  ４ 専門委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了した 

ときは、解任されるものとする。 

  ５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

  ３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理す 

る。 

 

（分科会） 

第５条 審議会に、次の表の上覧に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、 

審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 
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名  称 所   掌   事   務 

医道分科会 

 

 

 

医師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条第４項及び第２４条

の２第２項、歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第７条第

４項及び第２３条の２第２項並びに医療法（昭和２３年法律第２

０５号）の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理す

ること。 

医師分科会 

 

 

医師法第１０条第２項及び第１６条の２第３項並びに精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

歯科医師分科会 

 

歯科医師法第１０条第２項及び第１６条の２第３項の規定によ

り審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

保健師助産師看護

師分科会 

 

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）及び看護師

等の人材確保の促進に関する法律（平成４年法律第８６号）の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

理学療法士作業療

法士分科会 

理学療法士及び作業療法士法(昭和４０年法律第１３７号)の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

あん摩マッサージ

指圧師、はり師、き

ゅう師及び柔道整

復師分科会 

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律（昭

和２２年法律第２１７号）及び柔道整復師法（昭和４５年法律第

１９号）の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理す

ること。 

薬剤師分科会 

 

薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号）の規定により審議会の権

限に属させられた事項を処理すること。 

死体解剖資格審査

分科会 

死体解剖保存法（昭和２４年法律第２０４号）の規定により審議

会の権限に属させられた事項を処理すること。 

 

２ 前項の表の上覧に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、学 

識経験のある者（医道分科会に属すべき委員及び臨時委員にあっては、第２条第 

１項各号に掲げる者）のうちから、厚生労働大臣が指名する。 

  ３ 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。 

  ４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 

  ５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のうちか 

ら分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

  ６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とす 

ることができる。 

 

（部会） 

第６条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
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  ２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会 

にあっては、分科会長）が指名する。 

  ３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。 

  ４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

  ５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから部 

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

  ６ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。） 

は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることがで 

きる。 

 

（議事） 

第７条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会 

議を開き、議決することができない。 

  ２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの 

過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

  ３ 前２項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。 

 

（資料の提出等の要求） 

第８条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政 

機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めること 

ができる。 

 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、厚生労働省医政局医事課において総括し、及び処理する。た 

だし、歯科医師分科会に係るものについては厚生労働省医政局歯科保健課、保健 

師助産師看護師分科会に係るものについては厚生労働省看護課、薬剤師分科会に 

係るものについては厚生労働省医薬食品局総務課において処理する。 

 

（雑則） 

第 10 条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な 

事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日（平

成１３年１月６日）から施行する。 

 

   附 則（平成２０・３・３１政令第９４号）（抄） 

 この政令は、平成２０年４月１日から施行する。 

 


